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～2024（令和6）年3月31日 2024（令和6）年4月1日～

建設事業

（この事業に
おける交通
誘導警備の
業務を含
む）

上限規制は適用されない。

・ 災害の復旧・復興の事
業を除き、上限規制をす
べて適用。

・ 災害の復旧・復興の事
業の場合は、時間外・休
日労働について「月１００
時間未満／２～６か月平
均８０時間以内」の規制が
適用されない。
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時間外労働の上限を規制します

残業時間の上限を法律で規制することは、70年前（1947年）に制定された「労働基
準法」において、初めての大改革となります。
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① 「１日」「１か月」「１年」のそれぞれの時間外労働時間数
② 休日労働の回数・時間数
③ 特別条項の回数（＝時間外労働が限度時間を超える回数）

④ 月の時間外労働と休日労働の合計が、毎月１００時間以上にならないこと。
→１か月でも１００時間以上となれば法違反

⑤ 月の時間外労働と休日労働の合計について、どの２～６か月の平均をとっても、１月当
たり８０時間を超えないこと。

上限規制－法違反にならないためのチェックポイント

が３６協定で定めた範
囲を超えないこと。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

時間外労働 ８０ ６０ ４５ ３５ ３５ ８０

休日労働 ２０ １５ １０

合計 80.0 80.0 60.0 45.0 35.0 80.0

（単位：時間）

すべての月について、隣接する２～６か月の平均が８０
時間以内となるよう管理しなければなりません。

算定期間

２か月平均

３か月平均

４か月平均

５か月平均

６か月平均

平均値

57.5 …8～9月の平均

53.3 …7～9月の平均

55.0 …6～9月の平均

60.0 …5～9月の平均

63.3 …4～9月の平均

例えば、９月について
は、前月までの実績を
もとに２～６か月平均
を算出。

× 法違反の例

11月 12月 1月 2月 3月

10 85 70 90 10

３か月平均で８０時間を超え、
法違反

※３６協定で定めた範囲内（特別
条項で１か月の時間外労働＋休
日労働の上限を１００時間末満の
時間（例えば９０時間）で定めて
いた場合）であっても「２～６か月
平均８０時間以内」に違反

参考資科：厚生労働省パンフレット「時問外労働の上限規制 わかりやすい解説」
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時間外労働の上限規制（まとめ）

協定時間の上限 実労働時間の上限

一般の３６協定

限度時間を
超えない場合

一般の３６協定による
場合であっても、特別
条項付き協定による場
合であっても、絶対に
守らなければならない
実労働時間の上限規
制

限
度
時
間

１か月 ４５時間 〔４２時間〕 かつ
１年 ３６０時間 〔３２０時間〕（※時間外労働の
み）

特別条項
付き協定

限度時間を
超える場合

当該事業場における通常予見することのできな
い業務量の大幅な増加等臨時的に限度時間を
超えて労働させる必要がある場合

①１年７２０時間（＊時間外労働のみ）

②１月１００時間末満（＊時間外労働＋休日労働）

③限度時間である月４５時間〔４２時
間〕を上回る回数は年６回まで

時間外労働＋休日労働が

■単月で１００時間未満

■２～６か月平均で

８０時間以内

絶対的上限

これらを超える３６協定は無効 罰則

協定で定めた範囲を超えて労働させると

６か月以下の懲役または
３０万円以下の罰金

罰則

この上限規制に違反すると

６か月以下の懲役または
３０万円以下の罰金

※〔 〕内は対象期間が３か月を超える１年単位の変形労働時間制による場合
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時間外労働がある場合、36協定の届出が必要です。

時間外労働が月４５時間・年３６０時間（注1）以内の時間数
とする場合
⇒ 様式第９号を作成してください。
（注１） 対象期間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する労働者の「限度時

間」は、月４２時間・年３２０時間です。

時間外労働が月４５時間・年３６０時間（注２、３）を超える時
間数とする場合
⇒ 様式第９号の２を作成してください。
（注２） 対象期間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する労働者の「限度時

間」は、月４２時間・年３２０時間です。
（注３）なお、延長時間数を月４５時間・年３６０時間超とする場合でも、時間外労働は年７２０時間

以内、時間外労働・休日労働の合計は単月１００時間未満、２ ～ ６箇月平均８０時間以内、
時間外労働が月４５時間を超える回数は年６回までとしなければなりません。
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３６協定届の記載例〈一般の協定〉－限度時間を超えない場合
（様式第９号 （第１６条第１項関係））

◆３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に
転記して届け出てください。

ー ３６協定届（本様式）を用いて３６協定を締結することもできます。
その場合には、労働者代表の署名または記名・押印が必要です。

ー 必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届け出できます
。

◆３６協定の届け出は電子申請でも行うことができます。
◆（任意）の欄は、記載しなくても構いません。
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３６協定届の記載例〈特別条項〉－限度時間を超える場合
（様式第９号の２ （第１６条第１項関係））

この記載例は様式第９号の２の２枚目（特別条項について記載）です。１枚目の様式（一般の協定について記載）は、様式第９号とほぼ同じです。



9



10

働き方・休み方改善ポー
タルサイトのアドレスは、
「https://work-
holiday.mhlw.go.jp/」
となります。

https://work-holiday.mhlw.go.jp/
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奈良県内の労働基準監督署
奈良労働基準監督署 TEL 0742-23-0435 
葛城労働基準監督署 TEL 0745-52-5891 
桜井労働基準監督署 TEL 0744-42-6901 
大淀労働基準監督署 TEL 0747-52-0261

奈良働き方改革推進支援センター
フリーダイヤル 0120-414-811

または 0742-23-3917

専門家派遣などのお申込みは次ページを参照




